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改
良
事
業
３
億
３
６
１
４
万

円
、
私
立
認
定
こ
ど
も
園
経
費

２
億
３
０
５
３
万
円
、
た
か
は

ぎ
認
定
こ
ど
も
園
管
理
運
営
経

費
１
億
５
７
７
７
万
円
の
増
額

が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　

予
算
を
使
用
す
る
用
途
が
限

定
さ
れ
て
い
る
特
別
会
計
は
、

一
般
会
計
と
区
別
さ
れ
て
い
ま

す
。
そ
の
中
で
国
民
健
康
保
険

は
、
県
の
運
営
方
針
に
基
づ
い

て
、
今
年
度
か
ら
国
保
税
を
２

方
式
に
割
り
当
て
る
こ
と
で
税

率
が
変
わ
り
ま
す
。
子
ど
も
の

税
額
軽
減
と
激
変
緩
和
の
た
め

の
予
算
を
計
上
し
、
前
年
と
比

べ
て
５
４
０
０
万
円
の
増
額
と

な
り
ま
し
た
。

　

厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
限

ら
れ
た
財
源
を
生
か
し
た
サ
ー

ビ
ス
に
努
め
、
未
来
へ
の
投
資

も
行
っ
て
い
き
ま
す
。

■
問
合
せ　

企
画
財
政
課
　

　
☎
２
３

－
２
１
１
８

特別会計予算
60億520万円(0.6%)増

企業会計予算
13億9,638万円(6.0%)増

会計項目 金額 前年比 問合せ

国民健康保険特別会計 27億5,500万円 2.0% 市民課
☎23-2116後期高齢者医療特別会計 4億4,000万円 0.7%

介護保険特別会計 27億9,450万円 △1.1% 高齢福祉課
☎22-0080

霊園事業特別会計 1,570万円 115.1% 環境市民協働課
☎23-7031

水道事業会計 11億1,397万円 2.9% 水道課
☎22-3652工業用水道事業会計 2億8,241万円 20.7%

■問合せ　総務課　☎２３－２１１９
４月から市の組織が変わります
　企画部と総務部の統合により「企画総務部」を新設。課の業務を見直し、効率化とサービス向上に取
り組みます。変更がある課のみをお知らせします。

財政課

企画広報課

地方創生課

保険医療課

建設課

都市整備課

人事・庁舎管理・選挙

市政の総合企画・情報化施策・予算編成

秘書・広報業務・市民相談

観光・商工業振興・アウトドア事業

環境保全・空家・地域コミュニティ

市民税・固定資産税・軽自動車税

住民票・国民健康保険・後期高齢者医療

健診・母子成人保健・感染症

道路・公営住宅・工事

３月まで

総務課

秘書広報課

観光商工課

税務課

企画財政課

環境市民協働課

市民課

健康づくり課

都市建設課

4月から 主な業務

新設

新設

新設

新設
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す
べ
て
の
事
業
に
つ
い
て
、

「
ゼ
ロ
ベ
ー
ス
」
か
ら
検
証
し
、

見
直
し
や
再
構
築
を
図
っ
て
い

ま
す
。
最
少
の
経
費
で
最
大
の

効
果
を
生
み
出
せ
る
よ
う
重
要

性
や
緊
急
性
を
勘
案
し
て
予
算

を
編
成
し
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
予
算
は
、
１
２
７

億
９
１
０
０
万
円
。
前
年
度
と

比
べ
て
５
億
１
９
０
０
万
円
の

増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

主
な
要
因
は
、
歳
入
が
国
庫

支
出
金
２
億
５
９
４
４
万
円
、

地
方
交
付
税
２
億
２
２
３
７
万

円
の
増
額
。
歳
出
が
市
道
舗
装

令
和
４
年
度

　

予
算

一般会計歳出総額 一般会計歳入総額

歳
出
（目的別）

消防費 7億6,762万円 6.0％
消防・救急活動、防災・コロナ対策など

民生費 45億8,546万円 35.8％
高齢者、障がい者、児童の福祉など

教育費 11億3,306万円 8.9％
幼・小中学校の管理、
生涯学習・文化スポーツ振興など

総務費 12億2,829万円 9.6％
人件費、情報化推進など市運営全般

公債費 14億4,010万円 11.3％
国・金融機関からの借入金（市債）返済

土木費 17億840万円 13.3％
道路・公園の整備、公営住宅の維持管理など

衛生費 11億8，785万円 9.3％
健診、予防接種、ごみ処理など

議会費 1億6，305万円 1.3％
議会運営のため

商工費 1億7，704万円 1.4％
商工業・観光振興など

災害復旧費 2，260万円 0.2％
災害に伴う施設復旧など

予備費 3，000万円 0.2％

農林水産業費 3億4，753万円 2.7％
農業林業振興など

歳
入

   自主財源
　
　
　
 依
存
財

源

市税
38億4,736万円 30.1％
市民税、固定資産税など

国庫支出金
20億9,255万円 16.4％
国からの補助金など

地方交付税
30億4,054万円 23.8％
市町村が等しく行政サービスを提供で
きるよう一定の基準で国から交付され
るもの

市債 8億1,530円 6.4％
建設事業などを行うための国・金融機関からの借入金

県支出金 8億7,044万円 6.8％
県からの補助金など

地方譲与税、交付金
9億5,920万円 7.4％
国が徴収した税金などからの分配金など

諸収入 2億5,374万円 2.0％
貸付金の元利収入など

繰入金 3億7,400万円 2.9％
基金の取り崩しなど

繰越金 2億円 1.6％
前年度からの繰越金

使用料・手数料
2億7,405万円 2.1％
公共施設使用料、証明交付手数料

財産収入など
2,446万円 0.2％
市有地貸付金など

保育料など

分担金・負担金
3,936万円 0.3％

一般会計　予算総額
127億9,100万円
前年度比５億1,900万円（4.2%）増

項目 金額（構成比） 内容

人件費 27億5,466万円（21.5％） 職員の給料

扶助費 26億6,624万円（20.8％）
生活保護費
児童手当

公債費 14億4,010万円（11.3％） 市債の元利償還金

投資的経費 13億2,930万円（10.4％）
道路・公共施設の
建設費

項目 金額（構成比） 内容

物件費 19億8,765万円（15.5％）
光熱水費
消耗品・備品

補助費等 7億4,785万円（  5.9％） 助成金・負担金

繰出金 14億9,431万円（11.7％） 特別会計へ支出

その他 3億7,089万円（  2.9％）

平成26年４月からの消費税増税に係る地方消費税交付金の３億7,195万円は、福祉、保険、医療などの社会保障事業費に充てられ
ています。また、都市計画税の２億8,354万円は、都市計画道路、下水道事業、公園整備などの都市計画事業費に充てられています。

※金額などは、表示単位未満を四捨五入しています。

一般会計歳出性質別内訳


